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はじめに
現在，約 40 万の兵力（陸軍 37 万 5000 人，海軍 1 万 6000 人，空軍







1962 年から 1988 年までのネーウィンによる支配の時代，その正統性は
「革命」や「ビルマ式社会主義」という言葉で表現された。国軍が後ろ盾
となってミャンマーなりの方法で革命を実現する。これが大義だった。他
方，1988 年 9 月 18 日にクーデターを敢行したソーマウン国軍参謀総長は，
1974 年憲法を停止して国家法秩序回復評議会に国家権力を集中させた。
国家法秩序回復評議会（State Law and Order Restoration Council： 
SLORC）という組織名にあらわれているように，この政権掌握の正統性
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したがって，軍政の正統性は 1988 年から 2010 年まで非常に乏しいも
のだったといってよい。さらに，その正統性の欠落を補うような指導者の
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国軍の機構的な変化としては，1972 年に軍管区が 5 軍管区から 9 軍
管区に増え（北部，北西，北東，東部，西部，中央，南西，ヤンゴン，
南東），軍管区を南北で統括する二つの特別作戦部（Bureau of Special 
Operation）が新設された。さらに，陸軍参謀本部直轄の歩兵師団（Light 
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一部は暴徒と化した。最終的には，9 月 18 日に国軍がクーデターを敢行し，
国家の全権を国軍幹部のみで構成された SLORC に集中させた。こうして
国軍による新たなかたちでの統治が幕を開ける。
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ことだった（５）。MNDA との停戦交渉に入ったのと同じ 1989 年 3 月発令
の布告 1989 年第 23 号でタンシュエを長として陸海空軍のトップ 3 人と
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第２章　国軍 ― 正統性なき統治の屋台骨 ―
レートに解釈することはできない。
第 2 に，経常支出と資本支出を合わせた国防省予算について，1990 年




るものと思われる。とくに 2007 年度から 2010 年度までの予算額の増加
には目を見張るものがある。
第 3 に，国防省予算のうち資本支出の伸びが目立つことである。国防
省予算に占める割合は，1980 年代末に 10％代だったものが，1990 年代
（単位 ： 100 万チャット）
年度 全省予算 国防省予算 国防省 / 全省
1988 125,865 28,780 22.9%
1989 78,386 21,043 26.8%
1990 116,181 34,436 29.6%
1991 111,948 43,043 38.4%
1992 104,856 38,702 36.9%
1993 94,842 33,127 34.9%
1994 109,080 38,630 35.4%
1995 122,062 43,578 35.7%
1996 118,242 39,317 33.3%
1997 98,831 33,052 33.4%
1998 90,597 30,746 33.9%
1999 94,928 32,543 34.3%
2000 120,481 31,388 26.1%
2001 154,798 48,008 31.0%
2002 136,666 29,601 21.7%
2003 134,171 40,887 30.5%
2004 261,992 60,905 23.2%
2005 246,665 57,404 23.3%
2006 315,543 59,964 19.0%
2007 377,042 91,861 24.4%
2008 388,544 75,481 19.4%
2009 411,730 111,810 27.2%
2010 742,662 158,908 21.4%
表1　実質国防省予算の推移（1988 年度－ 2010 年度）
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にまず人員が増加する。1988 年時点で 20 万人といわれた兵力は，1999
年までに現在とほぼ同数の約 40 万人と倍になった。人員の拡大はおもに
陸軍で生じており，合わせて機構も拡大した。この 20 年で陸軍の特別作
戦部（Bureau of Special Operation）は 2 から 6 へ，軍管区（Regional 
Command）は 9 から 13 へ，歩兵師団（Light Infantry Division）は 8
から 10 へ，大隊は 168 個大隊から，わかっているだけで 605 個大隊ま
























ひとつは，武器の近代化である。1989 年 10 月，当時まだ陸軍参謀次長だっ
たタンシュエが中国を訪問し，14 億ドルの武器取引を行っている。これ
以降，中国からの武器輸入が拡大し，戦車，装甲車，対空火器などおもに
陸軍装備の充実化が図られた（７）。1996 年 10 月にはマウンエイが中国を
訪問し，軍協力の合意がミャンマー中国間で結ばれている。この合意には
新たな武器取引の内容も含まれていたという（Selth ［2002： 137］）。ア
ンドリュー・セルスの推計によれば，1987 年から 1997 年までにミャン
マーへ供給された武器の総額 13 億 8000 万ドルのうち，80％以上にあた
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それまで軽視されてきた海空軍の装備も近代化がはじまり，2001 年には
ロシアから 12 機の MIG-29/UB を 12 機購入した。2009 年にも新たに同
機が購入されたと伝えられている（Myoe ［2009 ： 129］）。加えて最近で




2010 年 6 月にはオスロを拠点とする独立系メディア「ビルマ民主の声」




























村で 1933 年 2 月 2 日に生まれた。太平洋戦争を挟んで 1951 年に 10 年
制の高等学校を卒業して，1952 年から 1 年間，同じくマンダレー管区の
メッティーラの郵便局職員を務めている。1953 年に短期の士官養成機関





1966 年に今度は第 101 軽歩兵大隊の司令部中隊長としてカレン州，イラ
ワジデルタ，バゴー山地で，新しく設置されたばかりの第 77 歩兵師団指
揮下の作戦に参加した。次いで 1970 年に 37 歳で第 1 歩兵大隊大隊長に
就任し，シャン州北部と南部サルウィン川以東で戦った。1975 年，再び
ヤンゴンの参謀本部に戻って約 2 年間，作戦局の第 1 作戦参謀を務めた
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エは 78 歳で 2011 年 3 月まで国軍司令官の地位を維持し，ナンバー 2 の
















増 や し た（11）。 そ れ は 士 官 学 校 で あ る 国 防 学 校（Defence Services 
Academy： DSA）卒業生数をみればよい。1989 年卒の DSA30 期が 127
人，1990 年卒から 90 年代の卒業生数を順に並べると，120 人，103 人，
83 人，162 人，130 人，135 人，229 人，227 人，207 人，237 人と漸
増している。これが 2003 年卒の DSA45 期になると，陸軍だけで 820 人
の士官候補生が卒業するほどの増加を示す。2004 年卒の 46 期生はその
倍以上の 1922 人にのぼる（12）。2007 年卒の 50 期生が 1965 人，2008 年
卒の 51 期生は理由は不明だが 1169 人に減少したものの，2009 年卒の
52 期生は再び 2440 人に増加した。つまり，1990 年代末の 10 倍の数の
士官候補生が現在，毎年任官していることになる。2008 年時点での DSA
の在校生数は約 8000 人であることから（Soe Min Htaik ［2009： 110］），
今後もこのペースで士官の養成が進むことが予想される。国軍医科大学
（1993 年開校），国軍工科大学（1994 年開校），士官訓練校など，その他
の士官養成機関を合わせれば，官報記載分だけで 2007 年，2008 年，













退役軍人（それぞれ 3 万 5544 人と 6069 人），国軍所属部隊などが出資
している。2002 年までは軍務局下にあったが，現在は軍需産業局の下に
あり，2007 年時点で 100％出資会社が 35 社，子会社が 9 社，系列会社
86 87
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が 7 社ある。アウン・ミョーが示す内部資料によれば，利益は 2006 年









校の基本給給与表をみれば，大将 80 万チャット（約 640 ドル），中将 60
万チャット（約 480 ドル），少将 40 万チャット（約 320 ドル），准将 30
万チャット（約 240 ドル）である。一般兵卒は 1 万 6000 チャット（約
12.8 ドル），上等兵で 2 万 2000 チャット（約 17.6 ドル）である（括弧














第 5 節　2011 年の意義
2011 年の「民政移管」が国軍にとってもつ意義とはなんだろうか。ま
ず確認しておく必要があるのは，国軍中心の権力構造と天然ガス輸出によ











「7 段階のロードマップ」が発表された 2003 年にタンシュエが 70 歳を
迎えたということがその理由を象徴的に示しているように思える。どれほ
ど構造的に体制が安定しても人は年をとる。どんな独裁者といえども，い
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ざしていく際に，国軍の国民政治への参加を可能とすること」と国軍の
政治参加を新体制の原則として定めている。また，第 17 条 2 項では行政
機構への国軍将校の出向を認め，第 109 条，110 条で人民院，民族院両
院議員の最大 4 分の 1 が国軍司令官の指名議員となることを定めている。
さらに，第 232 条第 2 項（ハ）で，国防大臣，内務大臣，国境大臣は国
軍司令官から提出された名簿をもとに選ばれることになった。さらに，ミャ
ンマー憲法史上はじめて「国軍」の章（第 7 章）が設けられた。
この憲法を，2008 年 5 月に実施された国民投票でにわかには信じがた







今後も任官から 15 年から 20 年たった少佐クラスの腰掛けポストとして
国軍司令官の指名議席が位置づけられるだろう（14）。国軍主導の「民主化」
はとりあえずは混乱なく成し遂げられた。









ではないかなど，さまざまな憶測が流れたが，2011 年 3 月 30 日の大統
領就任式および国防治安評議会議員の任命によって，8 月に三軍統合参謀
長に就任していたミンアウンフライン中将（階級は 2010 年 8 月当時のも
の。以下同様）が国軍司令官に就任したことが明らかになった。国軍副司
令官は前第 6 特別作戦室長のソーウィン少将が就任した。
ミンアウンフライン中将は 1978 年卒の DSA 第 19 期生，ソーウィン









てみると，第 1 特別作戦室長ターエーはザガイン地域長官に，第 3 特別
作戦室長コーコーは内務大臣に，第 4 特別作戦室長キンゾーはタニンダ




ある。2008 年憲法第 338 条（「武器を保持するすべてのミャンマー国内
の組織は，国軍の指揮下に置かなければならない」）にもとづいて，軍政
は 2009 年 4 月から国境防衛軍の編制に着手した。これは，停戦合意を結
んだ武装勢力に国軍から将校を送り込むことで国軍の指揮命令下に彼らを
組み込むことが目的だったため，交渉は難航することが予想された。案の
定，8 月 27 日，第 1 自治区（コーカン）を実効統治する MNDAA（ミャ
ンマー民族民主同盟軍）と国軍との間で国境防衛軍への編入をめぐって
戦闘が生じる。国軍に 26 人，MNDAA に 8 人の死者が出て，2 日後には
MNDAA が武器を中国当局に預けて投降した。わずかな戦闘で国軍が勝
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国軍司令官 ミンアウンフライン大将 　　DSA19 期
国軍副司令官 ソーウィン中将 　　DSA22 期
国防大臣 フラミン中将 　　DSA22 期
陸軍司令官 ソーウィン中将 （兼務） 　　DSA22 期
空軍司令官 ミャ ・ ヘイン中将 　　DSA16 期
海軍司令官 ニャントゥン中将 　　DSA16 期
三軍統合参謀長 フラテーウィン中将 　　DSA20 期
軍務局長 キンゾーウ中将 　　OTS56 期
兵站局長 ワイルウィン中将 　　DSA19 期
保安局長 チョースウェ中将 　　DSA22 期
軍令局長 テインテー中将 　　不明
人事局長 ウィンミン中将 　　DSA20 期
監察局長 タウンエー中将 　　DSA20 期
軍法局長 ヤーピェー中将 　　DSA22 期
訓練局長 ヤーピェー中将 （兼務）
武装警察長官 タントゥッ准将 　　DSA22 期
国防大学学長 フラミンシュエ少将 　　不明
第 1 特別作戦室長 ミンソー中将 　　OTS61 期
第 2 特別作戦室長 アウンタントゥッ中将 　　DSA20 期
第 3 特別作戦室長 フラミン中将 （兼） 　　DSA22 期
第 4 特別作戦室長 テッナインウィン中将 　　DSA20 期
第 5 特別作戦室長 不明 　　不明
第 6 特別作戦室長 不明 　　不明
北部軍管区司令官 ザヤーアウン少将 　　DSA23 期
北西軍管区司令官 ソールウィン少将 　　DSA24 期
三角地帯軍管区司令官 タントゥンウ少将 　　DSA24 期
東部軍管区司令官 ソートゥッ少将 　　不明
南東軍管区司令官 トゥンネーリン少将 　　OTS61 期
沿岸軍管区司令官 キンマウンテー少将 　　OTS63 期
ヤンゴン軍管区司令官 サンウ少将 　　DSA24 期
北東軍管区司令官 アウンチョーゾー少将 　　DSA24 期
西部軍管区司令官 ティンマウンテー少将 　　OTS61 期
北西軍管区司令官 ソールウィン少将 　　不明
南部軍管区司令官 ニョーソー准将 　　不明
中央軍管区司令官 イェアウン少将 　　DSA23 期
中東部軍管区司令官 ミャットゥンウー少将 　　不明
ネーピードー軍管区司令官 マウンマウンエー少将 　　OTS66 期
表2　2010 年 8 月時点の国軍主要幹部
（出所）各種報道資料にもとづいて筆者作成。
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入るのではないだろうか。1988 年と 2007 年に大きな反政府運動が
あったが，国軍はためらうことなく弾圧を行い，大勢の市民が犠牲
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（ 1 ）以後，現在に至るまでミャンマー国軍内の民族構成はビルマ族が 8 割から 9 割
を占めているものとみられる。
（ 2 ）独立から 2008 年憲法施行までのミャンマーの行政区画は下位から順に，町区・
村落区－郡－県－管区・州である。ただし，1974 年から 1988 年までは県を廃止
していた。2008 年憲法施行後は，町区・村落区－郡－県－管区域・州・連邦直轄
区となる。それに加えて，ひとつの自治地区と 5 つの自治地域が設けられる。




（ 5 ）1988 年以前にも和平交渉が行われたが，多くが武装勢力に武器の放棄と組織の







（ 7 ） た と え ば，T-69（Type II） 主 力 戦 車，59D 主 力 戦 車，Type63 軽 戦 車，
Type85 装甲兵員輸送車，Type90 装甲兵員輸送車といった兵器が主である（Myoe 
［2009： 108］）。
（ 8 ）‘Burma’s Nuclear Ambitions’, Democratic Voice of Burma, August 2010 （http：
//www.dvb.no/burmas-nuclear-ambitions/burmas-nuclear-ambitions-nuclear/
expert-analysis/9297）。2011 年 1 月 18 日アクセス。
（ 9 ）この時代の戦果には賛否がある。詳しくは Rogers ［2010： 97-100］を参照。
（10） ソーマウン辞任理由は公式発表（布告 1992 年第 8 号）によるものであり，実
写真１：募兵担当の兵隊（向かって右の人物）と若者たち。
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際に政権内で何が起きていたのかはわからない。
（11）将校団の規模は今に至るまで公式に発表されたことはない。断片的な情報とし
ては，1995 年の国軍創設 50 年記念の勲章授与の際，以下の 4 つの条件を満たし
ている将校の数が明らかになっている。条件を簡単に記せば，① 1995 年 3 月 27
日時点で国軍に所属していること。②その時点で勤続 25 年以上であること。③任
務を十全にこなしていること。④勤続以来，罪を犯していないこと。これらの条
件を満たす将校（尉官以上）は陸海空合わせて 1174 人（陸軍 976 人，海軍 105 人，
空軍 93 人）である。
（12）対して海軍は 50 人，空軍は 68 人と小規模である。






民院：陸軍 95 人（大佐 3 人，少佐 50 人，大尉 42 人），海軍 6 人（少佐 6 人），空
軍 9 人（少佐 9 人）。民族院：陸軍 54 人（大佐 2 人，少佐 33 人，大尉 19 人），海
軍 1 人（少佐 1 人），空軍（少佐 1 人）。地方議会；カチン州議会：陸軍 13 人（大
佐 1 人，少佐 4 人，大尉 8 人），カヤー州議会：陸軍 5 人（大佐 1 人，少佐 1 人，
大尉 3 人），カイン州議会：陸軍 6 人（准将 1 人，大佐 1 人，少佐 1 人，大尉 3 人），
チン州議会：陸軍 6 人（大佐 1 人，少佐 1 人，大尉 4 人），ザガイン管区域議会：
陸軍 25 人（大佐 1 人，少佐 6 人，大尉 18 人），タニンダリー管区域議会：陸軍 7
人（大佐 1 人，少佐 4 人，大尉 2 人），バゴー管区域議会：陸軍 18 人（大佐 1 人，
少佐 6 人，大尉 11 人），空軍 1 人（少佐 1 人）。マグェ管区域議会：陸軍 17 人（大
佐 1 人，少佐 8 人，大尉 7 人），空軍 1 人（少佐 1 人）。マンダレー管区域議会：
陸軍 19 人（大佐 1 人，少佐 12 人，大尉 6 人）。モン州議会：陸軍 6 人（大佐 1 人，
少佐 3 人，大尉 2 人），ヤカイン州議会：陸軍 10 人（大佐 1 人，少佐 4 人，大尉
5 人），海軍 2 人（少佐 2 人），ヤンゴン管区域議会：陸軍 23 人（大佐 1 人，少佐
16 人，大尉 6 人），海軍 6 人（少佐 6 人），空軍 2 人（少佐 2 人），シャン州議会：
陸軍 36 人（大佐 1 人，少佐 9 人，大尉 26 人），イラワジ管区域議会：陸軍 14 人
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2010 年 11 月 13 日，ミャンマーの民主化運動指導者であり，アジア
の女性としてはじめてノーベル平和賞を受賞したことで知られるアウンサ
ンスーチー（Aung San Suu Kyi）が，3 度目の自宅軟禁から解放された。
すでにその 6 日前には総選挙が実施され，新たに開かれる国会，新政府
における軍の影響力の確保が決定的になった状況下での解放であった。日
本を含む海外の報道機関は，彼女の解放を即座に伝えたが，その論調は，
これまで 2 回の解放の時とは，大きく異なっていた。これまでは，彼女
の解放が伝えられるたびに，軍政とアウンサンスーチー・民主化勢力との
間に，ある種の和解・妥協が成立し，ミャンマーの民主化は新たな展開を
みせるのではないかとの期待と予測が広まった。しかし，そのたびにその
期待と予測は裏切られ，ミャンマー政治は，軍の定めた方向性を崩すこと
はなかった。今回のマスコミなどの対応の背景には，過去 2 回の苦い経
験があったに違いない。なぜ軍とアウンサンスーチーの関係は平行線をた
どり，交わることがなかったのか。本章は，クーデター後の民主化運動を
中心的に担ってきたアウンサンスーチーの思想と政治姿勢に焦点を絞りな
